チャランケ通信　第157号　2016年12月26日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　いよいよ2016年も終わろうとしている。年の瀬を控えた先週末、クリスマスイブを挟んだ3連休は50年ぶりと言う豪雪によって出ばなをくじかれてしまったようだ。考えてみれば、今年は1週間の内、台風の上陸が3回も襲った北海道、さらに瞬間最大風速が50メートルを超すような大型の台風が現実のものとなるなど、あきらかにわが国を取り巻く気候変動が始まりつつあるように思われてならない。地球全体が大きく変わり始めているのかもしれないだけに、これからは環境問題にもう少し敏感になる必要がある。京都議定書の直後に動き始めていた環境政策重視の流れだったが、最近は与野党ともに鈍感になっていないだろうか。バリ議定書への参加が遅れたことを見ても明らかだし、環境税の論議も民主党政権時代に比較して、後退しているようだ。
　浜田宏一イェール大学名誉教授、『文芸春秋』1月号に寄稿「『アベノミクス』私は考え直した」を読む
　先週は、雑誌『世界』1月号に掲載されていた伊東光晴京大名誉教授の論文と対比して、浜田宏一イェール大学名誉教授の日本経済新聞11月15日付のインタビュー記事をとりあげ、浜田宏一名誉教授が「デフレはマネタリーな現象だ」と主張されてきた考えが変わった事に、批判的な立場を表明してきた。
その浜田氏は、雑誌『文芸春秋』1月号で「『アベノミクス』私は考え直した」と題して、日経新聞のインタビュー記事の釈明を中心に、なぜ変えたのか明らかにされている。浜田名誉教授は、ノーベル経済学賞を受賞されたプリンストン大学のクリストファー・シムズ教授が、今年8月に開催されたアメリカワイオミング州ジャクソンホールでの金融関係者の会合で、「物価水準の財政理論」(FTPL)に基づいて基調報告された論文を読んで、「金融政策はなぜ効かないのか」という問いに明快な答えを出していたからだと公言している。
　金融政策が効かない原因は「財政」にあり、シムズ論文にヒント
　浜田氏はシムズ教授の理論について「金融政策が効かない原因は『財政』にある」として、『文芸春秋』誌において次のように説明されている。

　　「中央銀行が量的緩和で貨幣量を増やしても、同時に政府が財政赤字を減らそうとして増税を行えば、インフレにはならず、デフレになってしまう-----。シムズ氏の分析は<貨幣の価値を究極的に保証しているのは国家の徴税権力である>とする物価水準の財政理論(FTPL)の応用でした。そして、現在の日本の状況も例に挙げて、なぜ金融政策だけではうまく行かないかをズバリと言い当てていました。
　シムズ氏は、金融緩和が有効であることを認めたうえで『より強い効果を出すためには、減税など財政拡大と組み合わせよ』と提唱しています。従来の経済学では、財政規律が緩むと、過度なインフレを招く上に財政赤字はかさみ、経済にダメージを与えることが強調されていました。しかし、シムズ氏は意図的に『赤字があっても、財政を拡大するべき(時もある)』と主張します。これは斬新なアイディアでした。」(127~128頁)
　私自身「物価水準の財政理論」(FTPL)なるものについて、十分に理解していないので下手な解説をするものではないが、浜田名誉教授がこの論文の内容に「ハッとさせられた理由」として、外国の実務仲間と議論を交わしていた時に投げかけられた次の指摘「日本の財政はこのままで良いのか?消費増税と将来のさらなる増税への見通しが、為替投機以上に日本経済の足を引っ張っていないだろうか」(128頁)と、シムズ氏の論文がつながったのだと言う。つまり、量的金融緩和策が効かず、インフレが起きない理由は「財政とセットで行っていないからだ」と解かったからだそうだ。
とにかくお金を使わせるために、財政・税制を活用へ、投資先がないのが問題、バブルの再燃もあり得るのでは
　かくして、金融政策と財政政策をセットで行う事の政策提言として、浜田名誉教授は次のような提言を具体的に提起しておられる。一つは、金融政策の効果を阻害している巨額の企業の内部留保(平成15年度378兆円)を動かすべく、税制を使って内部留保を使って投資した企業には減税を、留保したままの企業には課税をする、というものだ。はたして、利益が上がる見通しがない(この問題こそ日本経済が抱える一番の問題)から投資をしないわけで、無理やり投資を政府が迫るやり方が資本主義経済として許されるのかどうか、ごり押ししてバブルを招いたり損失を拡大したらどうするのか、心配になってくる。
　さらに、「金融と財政の合体」する政策として、インフレ目標と消費増税を連動させる、例えば消費者物価上昇率が2%目標を達成できた場合に限り、消費税率年々1%ずつ段階的に挙げ、逆に2%目標を達成できない場合には消費増税は凍結する、と言った仕組みを提起されている。安倍総理の消費税率の引き上げ再延期を正当化するものになっていて、このままだとさらに延期され続けてしまいそうだ。よほど、2014年の消費税率の引き上げがアベノミクスに悪影響を及ぼした、と考えておられるのだろうか。
赤字財政のツケは後世代へ、こんな無責任な財政政策を許してはならない
　問題は、増え続ける「公債は増税と言う国民の将来の負債だから相殺される」と言う「リカードの等価定理」があると浜田氏は指摘をするのだが、実際にはそこまで利口な国民はいないし「私は富んでいる」と錯覚してるのが現実、と国民をやや「愚弄した」見方を取っている。さらにデフレ下では、その錯覚を利用し富んでいる気持ちにして消費を刺激した方が経済は活性化する、とさえ言いきっておられる。挙句の果てに、とても許されない次の発言が飛び出す、
　　「国の借金であれば消費者金融などとは違って返済期限もなく、将来世代に繰延することもできます。日本の政情が安定していて、次期の納税者が存在する限り、国の財政の長所は、公債を発行して税の繰り延べが可能なことなのです。」(130頁)
　次世代の若者や、これから生まれてくる子供たちにとって、もう既にグロスでGDPの2倍にも達する巨額の国債の肥大化がある中で、見逃す事の出来ない無責任な発言と言わざるを得ないのではなかろうか。安倍総理は、内閣官房参与として任命した浜田氏の、このような無責任な発(妄)言を果たしてどのように判断するのだろうか、是非とも今後の国会での論戦の中で明確にして欲しいものだ。

　

先週号の『エコノミスト』にもインタビュー記事が、かなり露骨な為替介入への言及が気になる
　そんな論文を読んでいた時、今週号の『エコノミスト』(12月27日号)には、再び浜田氏のインタビュー記事が掲載されている。文芸春秋で述べている以上に目新しいことを述べているわけではないのだが、必要なら為替相場への介入を積極的に進めて行くことを強調しているのがやや気にかかる。

　このインタビュー記事と並行して、シムズ教授らの提起した「FTPL」理論に対して、嘉悦大学の高橋洋一教授は金融と財政を共に考慮するのは当然だと評価しているのに対して、ケインズ経済学の立場に立つ吉川洋立正大学教授は「人々が合理的に行動するというミクロ経済学の考え方をマクロ経済学に適用している点で誤っている」と手厳しい。こういった論点について、吉川教授のより詳しい批判が効きたいところではある。
　それにしてもこれから、どのような経済政策が展開されていくのだろうか。あまりにも無責任な政策が罷り通ろうとしていることに戦慄を覚えるのは小生だけであろうか。

　来年はどんな年になるのか、全く予断が出来なくなっている。リスクが大きいというより、不確実性が高まる危険性の方が大きくなるのではないだろうか。そうならない事を祈るばかりである。
皆様方にとって良いお年になることを祈念して、今年の最終号とさせていただきます。ありがとうございました。
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